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注 目 の 記 事

POINT 1

モビリティニーズの複雑化
従来の移動方法は、コストや利便性の
観点を中心に選択されていましたが、
今後は環境負荷や安心・快適性などを
考慮した選択・組合せがなされるよう
になるでしょう。

POINT 2

自動車の所有から利用への移行は
進むのか？

移動機会の減少に加え、自転車などの
マイクロモビリティの利用拡大で移動
手段の選択肢が広がったことにより、
自動車の利用形態に影響が出ると考え
ます。

POINT 3

シェアリングサービスへの対応

自動車業界もシェアリングサービスへ
の対応が求められます。これまでの
ような販売台数中心の経営、オペレー
ションだけでなく、総利用距離や利用
状況に関する指標、データを活用して
いく必要があります。
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Ⅰ

モビリティニーズの複雑化

1. COVID-19による影響

移動機会・距離の減少
コロナ禍のリモートワーク、オンライ

ンショッピングの活用は、その利便性か
ら今後も定着、拡大が見込まれていま
す。このことは、COVID-19収束後も人の
移動機会や総移動距離は減少すると見
られているということです。自動車の総
利用（移動距離）についても、減少傾向が
予測されています。KPMGが実施した調
査 （Automotive�s new reality：fewer trips, 

fewer miles, fewer cars?） 1では、米国の
年間VMT（Vehicle Miles Traveled：総走行
距離）に関して、通勤・ショッピング目的
の移動が10 - 30%減少、移動全体でも最
大 9.2%減少すると予測しています。日本
でも、リモートワーク、オンラインショッ
ピングの浸透、商圏の近隣化により、
COVID-19収束後も、全般的な移動距離の
縮小が見込まれています。

公共交通機関利用からパーソナルな移
動手段へのシフト
感染不安から公共交通機関の利用を回

避し、パーソナルな移動手段が選択され
る傾向もあります。これにより、自動車、
自転車の利用が相対的に増加する可能
性があります。前述のKPMGの調査でも、
米国の公共交通機関利用者の 40%超が、
COVID-19収束後には、自家用車などの代
替手段を利用したいと回答しています。日
本でも同様に、公共交通機関から自動車・
自転車利用へのシフト傾向が見られます。

2. サステナビリティ意識の高まり

環境負荷の低い移動手段の選択
COVID-19以前から、より環境負荷の低

い、移動手段が選択される傾向はありま
したが、COVID-19以後、この傾向がさらに

高まっています。特徴的な例は、自転車な
どのマイクロモビリティの利用拡大です。
たとえば、米国では、この10年間でのレ

ンタルサイクルの利用が急増しました。近
年では電動キックボードも加わり、2013

年から2019年の7年間で、マイクロモビリ
ティのレンタル利用は10倍となり、そのう
ち45％のユーザーがマイカーまたはライド
シェアからのシフトになっています2。

COVID-19以前は、環境対策として、主
に自治体が主導する公共交通機関利用の
促進―無償化や利便性向上などの動きが
見られました。しかし、前述のとおり、公
共交通機関の利用が減少したため、マイク
ロモビリティの利用はさらに増加すると考
えられます。

消費マインドの変化
サステナビリティ志向の高まりは、消費

行動にも変化をもたらします。必要なも
のだけを所有・消費するライフスタイルに
よってシェアリングエコノミーが注目され
ている今、自動車の利用機会が減少すれ
ば、所有するのではなく、必要なときに利
用する形態へのシフトを後押しすると考え
られます。

3. 自動車の「所有」からシェアリングに
よる 「利用」へのシフトは進むか？

移動機会・距離の減少という大きな変
化とともに、移動手段の選択肢も拡大し
ます。それも、従来のように利便性やコス
トでの評価ではなく、環境負荷や安心（感
染リスク回避）など個々人の価値観、情緒
的ベネフィットに基づく選択・組合せがな
されることになります（図表1参照）。
その中で、環境・安心の双方の観点で

優位性の高いマイクロモビリティ利用の増
加が、移動手段の幅を広げます。一方で、
自動車の利用機会がさらに減少すること
によって、自動車の「所有」から「利用」を促
す可能性があります。
感染リスク面での不安から、カーシェア

にも課題はあります。しかし、すでに利用
状況は復調傾向にあり、潮流としての自動
車は「所有」するものから、必要・目的に応
じて「利用」するものというシフトは進むも
のと考えられます。

図表1 モビリティニーズの変化

公共交通機関 自家用車

カーシェア
レンタカー

マイクロ
モビリティ

サブスク
リプション

ライド
シェア

感染リスク回避 サステナビリティの意識コストパフォーマンス
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Ⅱ

マーケット別の特徴

こうしたモビリティに対するニーズに
ついて、K PM Gが昨年実施したGloba l  

Automotive Executive Survey3の消費者ア
ンケート項目を活用し、地域別の特性を
検証するとともに、所有か利用かの選択
にあたって影響を与える要素を検証しま
す。同調査レポートのサブタイトルは「加
速するローカリゼーション」。その名のとお
り、地域ごとの特徴はより顕著になってい
ます。
*  サーベイは 2 0 2 0年2月に実施したもの
に、その後のCOVID-19による影響を反
映した考察を加えています。

1. 自動車所有意向の見通し

自動車所有意向についての調査では、
「5年後に、私が個人的に知っているすべ
ての自動車所有者の半数以上が、もはや
自動車を所有したくないと考えています」
という設問に対し、「全く同感」「部分的同
意」を含めた回答は全体で34%に留まりま
すが、中国、アセアンでは過半数を超えて
おり、所有に代わるサービスへの期待値が

高くなっていることが分かります。
一方で、西欧、北米は25%程度と低く、

所有に対する意向が高い地域と見ること
ができます。日本は、「全く同感」が1%と他
地域に比べて極端に少なく、同じく所有へ
の意向が高い地域と見られます。

2. サブスクリプションサービス利用に 

関する意向

所有の代替手段に関する意向について、
「サブスクリプションモデルは、既存のリー
スモデルの魅力的な代替手段となります
か？」という設問には、全体では56%が同
意しています。
西欧、北米では同意が半数以下なのに

対して、中国、アセアンは70%前後の高い
比率を占めており、前項の非所有意向との
相関関係が見られます。中国、アセアンで
は現行の契約形態における資金面・金融
サービスの制約、メンテナンスの手間・コ
ストを抑えたいなどの要因によって、サブ
スクリプションに対するニーズが大きいと
考えられます。
日本は過半数が同意していますが、所

有意向との相関関係が低くなっており、所
有とサブスクリプションの選択に関する基

準が明確になっていないと考えることがで
きます。

3. 距離別移動手段の選択

移動距離別の各市場の移動手段につ
いて、5km以上を境に、各地域とも自動車
移動の選択率が高くなります。中でも北米
（90%）、中国（83%）の選択率が高く、北
米については5km以内であっても、自動車
の選択率が 78%と高く、まさにクルマ社会
であると言えます。
一方、西欧（64%）、日本（46%）では、 

相対的に自動車利用比率が低く、公共交
通機関の利用比率が高くなっており、各移
動手段に分散される傾向があります。現状
では、COVID-19の影響によって、公共交
通機関の利用が減少し、自動車または自
転車などのマイクロモビリティの利用がさ
らに増加していると推測されます。

4. 移動手段と所有の相関性、 
サービス利用に対する潜在ニーズ

移動距離別の利用手段について、地域
別の特徴が強く見られる5-15km自動車選
択割合と、自動車所有意向の相関を検証
します（図表2参照）。
北米では、移動手段としての選択意向、

所有に関する意向とも高く、自動車所有の
必要性を裏づける、高い相関性が見られ
ます。
中国、アセアンでは、移動手段としての

選択意向が強いのに対して、所有の意向
は相対的に低くなっています。これは、前
述のとおり、所有に対する契約形態、資金
面での課題があるためです。サブスクリプ
ションサービスへの期待値も高いことか
ら、サブスクリプションニーズが高い地域
と考えられます。
西欧、日本については、移動手段として

の選択傾向が相対的には低いのに対して、
自動車所有の意向が高いと言えます。要因
としては、どちらも自動車産業の強い地域
であり、自動車、自動車ブランドに対する

図表2

アセアン
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西欧

相対的に所有意向が低い
→所有の代替としてサブスクリプション

サービスへのニーズ

相対的に自動車選択意向が低い
→シェアリングサービスの

潜在ニーズ

所有意向、
移動選択意向とも高い

マーケット別状況 所有意向と自動車移動選択意向

自動車での移動を選択する割合（5-15km 移動）
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KPMG Global Automotive Executive Survey の回答結果をもとに作成
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思い入れ、趣味趣向的な価値観など、情緒
的ベネフィットが強いという影響もあると
思われます。ただし、昨今の消費マインド
の変化によっては、潜在的にはシェアリン
グ利用のニーズが高いとも考えられます。
これらの市場特性は、必ずしも国に依

存するものではありません。移動距離傾
向や移動選択肢の状況によって、同じ国
においても、都市部と地方のニーズ分析に
も当てはめることができます。

Ⅲ

「所有」から「利用」に対応する
事業展開

「所有」から「利用」への移行に対して、い
くつかの形態での事業が展開されており、
自動車関連企業も参入しています。そこ
で、ここでは各事業の現状と見通しについ
て分析します。どの事業を展開する場合に
も、これまで培われた強み、自社ブランド
と整合した価値が提供できるか否かがポ
イントになります。

1. サブスクリプションサービスの可能性

アセアン、中国のようなマーケットにお
いては、自動車利用機会が高く、自動車所
有に関する制約のギャップを埋めるサブ
スクリプションサービスのニーズが高いと
言えます。同じような移動距離傾向や、他
の移動選択肢の状況にある日本の地方も
サブスクリプションのニーズはあると考え
られますが、日本では、サブスクリプショ
ンサービス自体の認知とそのメリットが、
まだ十分に理解されていません。サブス
クリプションサービスに関する認知調査 4 

（スパコロ社、2020年11月実施）では、自
動車ユーザーの中で、車のサブスクリプ
ションサービス自体を「知らない」、あるい
は「知っているが、サービス内容は分から
ない」と回答した人が72%に上り、浸透し
ていないことが分かります。また、サービス
ブランドについても、KINTO以外の認知度
はいずれも13%以下でした。

逆に考えると、潜在顧客の掘り起こしや
他社とのシェア争いでは、一定の市場はあ
るとも考えられます。ただし、シェアリング
と比べた場合、現状では所有との差はコ
スト面でも少なく、あくまでも所有の補完
サービスであり、ゲームチェンジャーとして
のインパクトは大きくありません。

2. 軌道修正が求められるMaaSプラッ
トフォーマー

利用者がさまざまなモビリティサービス
を統合してワンストップで利用できるよう
にし、利用者の利便性向上や持続可能な
社会を構築する取組みとして、近年MaaS

は世界中で推進されており、自治体、運
輸業界、自動車業界など関連する事業
者が、そのプラットフォーマーとしてのポ
ジション獲得を目指して事業参画してい 

ます。
しかしながら、従来の公共交通機関の

利便性向上を軸にした展開は、COVID-19

の影響を受け、見直さざるを得ない状況
です。また、ライドシェアでの圧倒的な優
位性とマイクロモビリティレンタル事業の
融合によって、MaaSプラットフォーム事
業をリードしていたウーバー社も、やはり
COVID-19の影響によって、主軸のライド
シェアが大きく落ち込み、事業の縮小を
余儀なくされました。
自動車メーカーでも、ダイムラー、トヨタ

がモビリティカンパニーを事業ビジョンに
掲げ、総合モビリティサービスを提供する
プラットフォーマーを目指しています。パー
ソナルな移動手段への回帰が求められる
中、自動車やマイクロモビリティなどの製
品、自動運転やコネクティビティなどの
技術開発など、自動車メーカーとして培っ
てきたテクノロジーへのニーズが高まって
いることはチャンスでもあります。自動車
メーカー系の強みを活かしたキラーサービ
スを事業の柱として、あるいは差別化要素
として提示できるかが、今後の事業拡張の
ポイントになると考えられます。

3. シェアリングサービス事業の展開

近年、日本でもカーシェアは市場を拡
大してきましたが、2020年4月の緊急事態
宣言下の外出機会減によって、大きく利用
が落ち込みました。しかし、公共交通機関
からのシフトもあって、昨年 6月以降は回
復・増加基調にあります。パーク24がタイ
ムズクラブ会員を対象に実施したアンケー
ト（2020年9月1～7日） 5でも、自動車非保
有者の5 0%が、昨年と比べて自動車の利
用頻度が「増えた」と回答しています。理由
は「新型コロナウイルス感染症への感染防
止」が最大となっています。
日本でのカーシェアリングサービスは、

タイムズカー、カレコ、オリックスカーシェ
アが主要プレイヤーです。中でも、タイ
ムズカーのカーシェアは151万人の会員、
12,722ヶ所のステーションを有し、群を抜
いています（2020年10月時点）。タイムズ
カーは、駐車場事業を展開するグループ
の強みを活かしたステーション数の確保
によって、カーシェア利用者にとって重要
な要素であるステーションへのアクセスの
良さを提供できることが大きな差別化に
なっています。
対して、自動車メーカー系のカーシェア

リングサービスは、トヨタシェアがステー
ション数 365ヶ所、日産のeシェアモビは
233ヶ所の規模に留まっています（いずれ 

も2021年3月時点）。
一方で、先のKPMG Global Automotive 

Executive Surveyの消費者調査では、「今
後 5年間で誰が顧客との関係を所有／引
き継ぐと思いますか？」という設問に対し
て、日本の消費者の 61%が「自動車メー
カー」と回答しており、IT企業（19%）、サー
ビスプロバイダー （2%）を大きく上回りま
した。自動車メーカーへの信頼感、自動車
メーカーならではのサービスへの期待・潜
在ニーズは高いと言えます。
たとえば、海外自動車メーカーの取組

み事例では、ステランティスのグループ会
社が、友人などユーザーコミュニティ間に
車をレンタルし、コミュニティ内でのシェ
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アリングにおける予約・決済を支援する専
用アプリを提供するという、独自性の高い
サービスを提供しています。

4. シェアリングサービスに対応する 

製品の提供

前述のようなサービス提供事業に直接
参画することがなくとも、今後は「利用」の
拡大を考慮した商品・サービス提供が求め
られます。

移動手段としてのベネフィットへの 
さらなる注力
「利用」へのシフトに伴い、「所有」時の
ような趣味趣向性に関する情緒的ベネ
フィットを重視する割合が減少し、より
移動手段としての利便性、快適性を高め
る機能的ベネフィットに注力することが
必要になります。CASEの切り口で考える
と、S（Shared）が進むことによって、より高
度なC（Connected）、A（Autonomious）、E

（Electric）が求められるようになるというこ
とです。

Connected ：車輛の稼働率が上がるた
め、車輛の状況をタイムリーに把握し、
修理や部品交換によるダウンタイムを
最小化する予防保全の対応が必要にな
ります。

Autonomious ：自動運転によって、利
用者の移動中の負荷がより削減される
だけでなく、自動配車によって利便性
が格段に向上します、また、シェアリン
グ車輛が待機するステーションの場所
に柔軟性が増すことは、サービス事業
者にとっても大きなメリットになります。

Electric ：シェアリングサービスを利用
する層は環境課題に対する感度がより
高く、サービスを選択する際の判断基
準として、環境負荷の低い車輛を選択
する傾向があります。日産、ルノーは、
EVに特化したシェアリングサービスを
展開しています。

マイクロモビリティの提供
気軽に利用でき、車輛プールのための

スペースも小さくて済む自転車や電動キッ
クボードなどのマイクロモビリティは、シェ
アリングモビリティサービスの中心的存在
となっています。今は、自動車とは補完関
係、協業関係ですが、各社とも自動車に近
い1-2人乗りのマイクロモビリティの開発
は進めています。今後、競合関係になる可
能性は十分にあります。

Ⅳ

経営指標は販売台数から 
走行距離へ

1. 事業変革に応じた経営指標の 

見直し

所有から利用への消費者ニーズのシフト
に対応するためには、経営指標の見直し
が必須となります。従来の経営指標は販
売台数を主としていましたが、今後は自社
車輛の総走行距離、走行場所、走行回数
などの利用情報も注視する必要がありま
す。自社車輛の走行データを取得できる
ようにし、売上・収益に影響する要因を特
定、分析・改善するプロセスを確立すると
ともに、それらのデータに基づいた自動車
のライフサイクル管理、供給計画、メンテ
ナンス、サービスパーツ販売を計画・実行
することが求められます。

2. 求められるケイパビリティ

即応性の高いオペレーション
サービス提供事業に直接参入しない場

合でも、利用状況に合わせた、これまで以
上にダウンタイムを最小化するタイムリー
なメンテナンス対応などが求められます。
一方、サービス提供事業に参入する場合
は、それに加えて、日々の利用状況から得
られる顧客ニーズに合わせたサービス提供
（時間・場所）や、ダイナミックプライシング
のような柔軟で有効性の高い価格戦略も

必要になります。
たとえば、オリックスカーシェアリング

では、COVID-19後の利用状況を分析した
結果、平日の短時間利用が増加している
ことに着目し、平日限定乗り放題（1乗車
当たりの利用上限時間を設定）のカーシェ
アリングサービス「個人平日定額プラン」の
提供を開始しました。

高度なユーザーエクスペリエンスの提供
従来の顧客接点は販売店経由で、商

談・成約、納車、整備といったイベント
べースでの対面による対応が中心でした。
今後は、移動ごとの接点はもちろん、ユー
ザーの生活全体との広い接点かつ非対面
での接点を確立する必要があります。重
要なことは、利用シーンに合わせてカスタ
マイズしたサービスを提案し、ユーザーエ
クスペリエンスを向上することです。
そのためには、利便性が高く、また自

社の世界観と提供価値が十分に伝わるブ
ランディングツールとしてのウェブアプリ
ケーションなどの導入が必要となります。
また、ユーザーと広く接点を確立していく
には、自社ツールだけでは限界がありま
す。必要に応じて、ITサービス企業など、
ウェブアプリケーションを通じた顧客アプ
ローチに強みを持つ他業種とのアライア
ンスによって、顧客接点を確立していくこ
とも検討すべきでしょう。

エコシステムによる協争 
（Co-ompetion）関係の構築
先に述べたユーザーへの包括的なアプ

ローチなど、異業種企業とのパートナー
シップを効果的に利用して、必要なケイパ
ビリティを補完することによって、自社の
強みとパートナー企業の強みを活かすこ
とができます。
前出のKPMG Automotive Executive 

Surveyでは、エコシステムの推進状況につ
いて、新興企業に対する投資実績という
観点で分析しています。自動車業界による
投資先は、依然として製造業への割合が
高くなっており、シェアードモビリティ、アー
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バンモビリティへの投資を合計しても、
まだ16%程度に留まっています（図表3参
照）。ただ、ここ数年でプレミアムブランド
自動車の製造メーカーを中心に、投資件
数は増加傾向にあります。

Ⅴ

おわりに

移動機会の減少、感染リスクを下げる
行動様式、環境問題への意識の高まり、
これらの新しい消費動向により、コストや
利便性だけでなく、安心・快適かつサステ
ナブルな移動手段が求められています。こ
うした社会課題・ニーズに対して、近年発
展してきたカーシェアリングサービスやマ
イクロモビリティの一層の進化が解決につ
ながると期待されています。そして、それこ
そが大変革期にある自動車業界が取り組
むべき重要ミッションであると考えます。

1  Automotive�s new reality: fewer trips, 

fewer miles, fewer cars?

  https://advisory.kpmg.us/articles/2020/

automotives-new-reality.html

2  Shared Micromobility in the U.S.: 2019

  https://nacto.org/shared-

micromobility-2019/

3  GAES2020

  https://automotive-institute.kpmg.de/

GAES2020/megatrends

4  スパコロ、「サブスクリプションサービ
スに関する調査 自動車編」を発表

  https://prtimes.jp/main/html/rd/

p/000000002.000060722.html

5  【パーク２４】クルマ非保有者の半数は
昨年よりクルマの利用頻度が増加　

  マイカー購入意欲が高まるきっかけは
「クルマの便利さを感じた時」

  https://www.park24.co.jp/

news/2020/10/20201009-1.html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMG ジャパン 自動車セクター

 Sector-Japan@jp.kpmg.com

関連情報

KPMGジャパン自動車セクター

ウェブサイトでは、インダストリー関連の情報を紹
介しています。

https://home.kpmg/jp/ja/home/industries/
automotive.html

出所：Global Automotive Executive Survey 

図表3
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